
　銀行業としての公共性に鑑み、お客さまや地域社会からの信頼にお応えするため、健全経営と内部留保
の充実に努めますとともに、ステークホルダーへの適切な配分を行うという基本方針のもと、以下のとお
り当期の期末配当をいたしたいと存じます。
　なお、内部留保金につきましては、お客さまへのサービス向上のための設備投資を行うとともに、経営
基盤の拡充や経営体質の強化のため有効に活用してまいりたいと考えております。

１．期末配当に関する事項
　（1）配当財産の種類
　　　金銭といたします。
　（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　　‌�　当行普通株式1株につき金16円とし、配当総額は1,958,179,824円といたしたいと存じます。
　　‌�　また、中間配当金として14円をお支払いしておりますので、当期の年間配当金は1株につき30円

となり、前期の24円と比較して6円の増配となります。
　（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　　　2025年6月26日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
　（1）増加する剰余金の項目とその額
　　　別途積立金　　　　  　7,000,000,000円
　（2）減少する剰余金の項目とその額
　　　繰越利益剰余金　　  　7,000,000,000円

株主総会参考書類

第1号議案 剰余金の処分の件
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１．提案理由
コーポレートガバナンスの強化及び経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、

取締役の任期を２年から１年に短縮することとし、現行定款第21条につき所要の変更を行うととも
に、2024年6月26日開催の第118期定時株主総会において選任された取締役の任期については、
従前の規定が適用されることを明確にするため、附則を設けるものであります。

２．変更内容
変更内容は次のとおりであります。

� （下線は変更部分を示しています）
現行定款 変更案

第4章　取締役および取締役会

	（任期）
第21条	� 取締役の任期は、選任後2年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

　　  2	（条文省略）

（新設）

第4章　取締役および取締役会

	（任期）
第21条	� 取締役の任期は、選任後1年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定時
株主総会の終結の時までとする。

　　  2	（現行どおり）

附則
（取締役の任期に関する経過措置）
本定款第21条の規定にかかわらず、2024年6月26
日開催の第118期定時株主総会において選任された
取締役の任期は、2026年3月末日に終了する事業年
度に関する定時株主総会終結の時までとする。本附
則は、当該期日経過後これを削除する。

３．定款変更の効力発生日
2025年6月25日

第2号議案 定款一部変更の件
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　取締役　熊谷俊行、市川達史及び秋山勝貞の３氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。 
つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号 氏　　名 現在の当行における地位

1 熊
く ま

 谷
が い

　 俊
と し

 行
ゆ き

	 再任 取締役頭取
（代表取締役）

2 市
い ち

 川
か わ

　 達
た つ

 史
し

	 再任 取締役専務執行役員
（代表取締役）

第3号議案 取締役2名選任の件

再任 再任取締役候補者

取  締  役  候  補  者

1
候補者番号

熊
く ま

谷
が い

 俊
と し

行
ゆ き

 （1957年11月25日生）

所有する当行の
株式数
　81,500株

1981年  5月　　当行入行
2009年  6月　　同取締役経営企画部長
2012年  6月　　同常務取締役経営企画部長
2014年  6月　　同専務取締役
2016年  6月　　同取締役頭取（現任）
　　　　　　　　監査部担当

略歴、当行における地位、担当（重要な兼職の状況）

再 任

浦安支店長、経営企画部長等を歴任したほか、2009年6月より取締役を、2016年6月からは取締役頭取を務め、その
職務・職責を適切に果たしております。こうした経験や知見を取締役として活かすことにより、引き続き当行の経営
に貢献することが出来る人物と判断し、取締役候補者といたしました。

取締役候補者とした理由
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２
候補者番号

市
い ち

川
か わ

 達
た つ

史
し

 （1963年10月9日生）

所有する当行の
株式数
　26,800株

1987年  5月　　当行入行
2014年  6月　　同個人融資部長
2016年  6月　　同執行役員経営企画部長
2018年  6月　　同常務執行役員
2019年  6月　　同取締役常務執行役員
2024年  6月　　同取締役専務執行役員（現任）
　　　　　　　　リスク管理部、資産査定室
　　　　　　　　お客様相談室担当

略歴、当行における地位、担当（重要な兼職の状況）

再 任

個人融資部長、執行役員経営企画部長、常務執行役員等を歴任したほか、2019年6月より取締役常務執行役員を、
2024年6月からは取締役専務執行役員を務め、その職務・職責を適切に果たしております。こうした経験や知見
を取締役として活かすことにより、引き続き当行の経営に貢献することが出来る人物と判断し、取締役候補者と
いたしました。

取締役候補者とした理由

（注） 1．取締役候補者と当行との間には、特別の利害関係はありません。 
　　 2．�当行は保険会社との間で取締役、監査役及び執行役員を被保険者とする会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償

責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関して責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により補填することとしております。ただし、被保険者の職務
の執行の適正が損なわれないようにするため、被保険者の犯罪行為や法令に違反することを被保険者が認識しながら
行った行為に対する損害等は補償対象外としております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約
の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時には同内容での更新を予定しております。
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取締役 監査役

氏　　名 熊谷　俊行 藤田　剛 市川　達史 藤﨑　一男 國井　智之 山﨑　資郎 内村　廣志 戸部　知子 上西　京一郎 稗田　一浩 尾池　伸一 小野　功 花田　力 岩原　淳一
役　　職 取締役会長 取締役頭取

（代表取締役）
取締役副頭取

（代表取締役）
取締役専務執行役員
（代表取締役）

取締役
常務執行役員

取締役
常務執行役員

取締役
（社外取締役）

取締役
（社外取締役）

取締役
（社外取締役）

常勤監査役 常勤監査役 監査役
（社外監査役）

監査役
（社外監査役）

監査役
（社外監査役）

企業経営
組織運営

金融
財務・会計

法務
リスクマネ
ジメント

地域営業
地方創生

市場運用

IT
デジタル

　第3号議案が承認された場合の各役員の専門性は、下記のとおりです。
　なお、下記の一覧表は各取締役、監査役の有するすべての知識・経験・能力等を表すものではございません。

〈ご参考〉スキルマトリックス
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取締役 監査役

氏　　名 熊谷　俊行 藤田　剛 市川　達史 藤﨑　一男 國井　智之 山﨑　資郎 内村　廣志 戸部　知子 上西　京一郎 稗田　一浩 尾池　伸一 小野　功 花田　力 岩原　淳一
役　　職 取締役会長 取締役頭取

（代表取締役）
取締役副頭取

（代表取締役）
取締役専務執行役員
（代表取締役）

取締役
常務執行役員

取締役
常務執行役員

取締役
（社外取締役）

取締役
（社外取締役）

取締役
（社外取締役）

常勤監査役 常勤監査役 監査役
（社外監査役）

監査役
（社外監査役）

監査役
（社外監査役）

企業経営
組織運営

金融
財務・会計

法務
リスクマネ
ジメント

地域営業
地方創生

市場運用

IT
デジタル

社外取締役の割合

 3名／9名 
社外監査役の割合

 3名／5名 
女性取締役の割合

 1名／9名 

：企業経営　組織運営　 ：金融　財務・会計　 ：法務　リスクマネジメント　 ：地域営業　地方創生　 ：市場運用　 ：IT　デジタル
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当行における社外取締役又は社外監査役は、現在又は最近（注1）において、以下のいずれの要件に
も該当しない者とする。
　1．�当行を主要な取引先（注2）とする者、それらの者が法人である場合、当該法人、その親会社、

又は、その重要な子会社の業務執行者。
　2．�当行の主要な取引先（注3）である者、それらの者が法人である場合、当該法人、その親会社、

又は、その重要な子会社の業務執行者。
　3．�当行から役員報酬以外に、過去3年平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産を得ている

コンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体で
ある場合は、当該団体に所属する者をいう。）。

　4．当行の主要株主（注4）、又はその業務執行者。
　5．�次に掲げる者（重要（注5）でない者を除く）の近親者（注6）。

（１）上記1から4までに該当する者。
（２）当行及びその子会社の取締役、監査役及び重要な使用人等。

（注1）�実質的に現在と同視できるような場合をいい、例えば、社外取締役又は社外監査役とし
て選任する株主総会の議案の内容が決定された時点において該当していた場合等を含む。

（注2）�当行より、当該取引先の直近事業年度の連結売上高の2％以上の支払がある先。
（注3）当行に対し、当行の直近事業年度の連結業務粗利益の2％以上の支払のある先。
（注4）総議決権の10％以上を所有する株主。
（注5）�業務執行者については会社・取引先の役員を、会計事務所や法律事務所等に所属する者

については、公認会計士や弁護士などを指す。
（注6）二親等内の親族。

〈ご参考〉社外役員の独立性判断基準

以　上
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